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四国財務局の地域連携の取組



財務局の業務
適正かつ効率的な予算執行の確保(予算執行調査等)
災害復旧事業の査定立会
地方公共団体への財政融資資金の貸付
政策金融機関との協働・連携の促進

財 政1

国有財産
国有財産の効率的な使用のための総合調整
地域や社会のニーズに対応した国有財産の有効活用
国有財産を通じた災害対応･防災対応
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金 融
地域金融機関等の検査･監督
金融仲介機能の発揮に向けた取組
金融商品取引等の監視
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地域経済情勢等の調査

地域の意見･要望を本省庁に伝達、地域へ情報を提供

財務省及び金融庁の重要施策等の広報活動
各種団体の会合･学校･研修会等への講師派遣
多重債務者相談

広報相談

外国投資家による投資等に関する相談対応や情報提供の受付
金融機関や商工会議所等へ対内直接投資審査制度の周知活動
経済制裁の実施状況に係る地域金融機関等の検査
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財務局の使命

目指す職員像

財務局の使命と目指す職員像
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わたしたち財務局は、地域に根差し、財政や国有財産、金融等に関する施策を実施します。その
際、地域と連携しつつ、組織としての総合力を発揮して、地域貢献に取り組みます。
さらに、財務省と金融庁の施策を広報するとともに、地域の声や経済の実態を本省庁に伝達し、

効果的な施策の形成に寄与します。
こうした取組を通じて、地域経済、ひいては我が国経済の健全な発展に貢献し、安心で豊かな社

会の実現を目指します。

財務省・金融庁と地域のつなぎ役となり、国・地方の双方に貢献する高い志を持って職務に取り
組みます。その際、現場に足を運んで地域の実情及びニーズを的確に把握し、地域への貢献を通じ
て、国民の信頼に応えます。
社会経済情勢の変化に的確に対応できるよう、財政、国有財産、金融、経済等の職務に必要な専

門知識と幅広い見識を深め、学び続ける姿勢を大切にします。



地方創生・地域の課題解決への貢献

ヒアリング等を通じた
意見･要望の把握

財務局独自の業務による支援
地域の各主体をつなぐ取組

地方
公共団体

企業地域住民

学界・
教育機関

マスコミ

地域
金融機関

地域
経済

中央省庁等

地方創生推進事務局
デジタル田園都市国家
構想実現会議事務局

各省庁等

財 務 省
金 融 庁

各省庁の地方支分部局

連携

連携

経済団体

財務局は、経済調査や各種ヒアリング等を通じて地域の課題や地方創生の取組について把握し、｢財政融資資金の貸付｣、
｢国公有財産の最適利用(エリアマネジメント)｣及び｢地域金融機関との対話｣などの業務を通じて、それらの課題解決や取組
の推進等をサポートしている。
また、政府の「デジタル田園都市国家構想総合戦略」(令和4年12月23日閣議決定)においては、｢関係省庁や地方支分部

局、地方公共団体、地域金融機関、企業等とのネットワーク機能を活用し、地域企業の価値創造や課題解決等に向けた『つ
なぎ役』を果たす｣旨が示されている。
これを踏まえ、財務局においても、より効果的な地域貢献を実施するため、各種業務で培ったネットワークや財務局を結

節点(ハブ)とする地域の恒常的･互恵的な意見交換の場(プラットフォーム)を積極的に活用して、｢地域経済エコシステム｣
の各主体の｢つなぎ役｣を果たしている。
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様々な地域課題への対応
～財務局と地域のつながりを活用しつつ、業務を通じて、様々な地域の課題に対応～

災害に関する取組

近年、地震や暴風･豪雨等の様々な自然災害により、
各地で甚大な被害が発生。
災害発生時には、地域金融機関等に金融上の措置

を適切に講ずるよう要請を行う。

地方創生支援に関する取組

財務局のネットワークを活かし、地方公共団体等の地域課題解決や地方創生に
関する取組について業務を通じて支援。地域において、事業者、金融機関、地方
公共団体、独立行政法人、官民ファンド、政府機関等の各主体のつなぎ役を果た
し、財政健全化や地域経済活性化に向けた取組を実施。

金融リテラシー向上や
金融犯罪被害防止に向けた取組

経済的に自立し、より良い暮らしを送るために必要な
金融リテラシーの向上に向け、高校生等に向けた金融経
済教育講座等を実施。成年年齢引下げや学習指導要領の
改訂に伴う教育機関等の取組も支援。
金融犯罪被害防止に向

け、悪質な投資勧誘等に
関する注意喚起、無登録
業者に対する警告、預金
口座の不正に係る情報提
供を実施。

高校での出前講座
災害査定立会の様子

また、被災地の早期
の復旧･復興を支援する
ため、使用可能な国有
財産の提供(無償貸付等)、
迅速かつ適正な災害査
定立会、財政融資資金
の貸付等を実施。

離島航路の維持・活性化の取組
四国運輸局、JRTTと共催で
オンラインセミナーを開催
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事例１

事例２

繋ぎによる支援事例
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【課 題】ローカルSDGｓ四国のプラットフォームで、会員間の情報共有を
円滑に進めたい。

⇒ グループウェアによる情報共有のノウハウを持つ企業を紹介。
会員間の情報共有体制の構築に寄与。

【課 題】ローカルSDGｓ四国で開催した「持続可能な高知の森林活用ダイア
ログ」において、IT活用も含めた改善策を検討していくことが必要
との結論がでた。

⇒ DXにより林業の変革に取り組む企業を紹介。後日開催されたダイア
ログ第2弾で当該企業が取組についての講演を実施。

事例３
【課 題】地方自治体から地域電子通貨やホームページの改善などDXを進めたいと

の相談を受けた。
⇒ 地方自治体と副業人材を結ぶマッチングプラットフォームを営む企業の

情報を提供。必要な人材の採用に繋がった。


